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1.治療開始前までの体験 

1.1 診断・治療までに要した時間 

調査の背景 

一般的に、初診からがんの確定診断までは、患者の全身状態や、がん種・部位・性状・病期

などの病状を正確に把握するためにさまざまな検査を行う必要がある。また、診断から治療開

始までの間にも、治療方針や選択肢を検討するために精密検査を続ける必要がある。そのため、

初診から診断までの期間、診断から治療開始まで、適切な時間をかけて病状の評価・把握を行

うことが必要になる。 

しかし、患者にとっては、待ち時間の間に病状が進行するのではないか、また、今後の生活

や治療はどうなるのか、といった漠然とした不安を抱えざるを得ない期間でもある。 

このような患者の不安を軽減し待ち時間を客観的に把握するための参考として、いくつかの

病院では、がん種別の検査・治療待ち日数のおおよその目安をホームページ等に記載して公表

している。ただし、この情報は病院によって異なり、全国どこの病院でも同一の待ち時間の目

安が標準化されているわけではない。また、諸事情が影響するため実際の診療はこの通りに実

施されないこともある。 

上記については、特に希少がんにおいて課題として挙げられることが多く、診断が困難であ

るため診断まで時間がかかる、診断が二転三転する、治療方法が確立していないなどが、原因

として指摘されている 1。対策としては、患者の集約化や施設の専門化、地域の拠点病院との連

携の強化、専門的知識を有する医療従事者を継続的に育成するシステム、専門外の医療従事者

に対する啓発等の必要性が挙げられるものの、現状を整理するのは容易ではない。そこで、が

ん患者が実際に診断や治療までに要した時間や、希少がん患者における傾向を把握するために、

調査を行った。 

結果 

調査の結果、初診から診断まで1ヶ月未満であった患者は71.5%であり、希少がんでは1ヶ月

未満の診断は少なかった（＝長い傾向）。一方、診断から治療まで 1 ヶ月未満であった患者は

62.2%であり、希少がんでその割合は多く(＝短い傾向）、若年者のがんでは少ない（＝長い傾向）

ことがわかった。ただし、回答者によって「診断」の時点や「治療開始」の捉え方が正確では

ない可能性もある点に注意が必要である。 

考察 

 現在、四肢軟部肉腫や眼腫瘍といった一部の希少がんをはじめとして、専門施設の認定や連

携、病理コンサルテーションシステムの構築、情報発信といった対策が開始されている。今後、

それらの対策の評価や改善と同時に、さらに対象となるがん種を増やしていくことが望ましい

と考えられ 2、希少がん患者における診断・治療開始までの時間の短縮にも寄与する可能性があ

る。また、若年者のがんで治療開始までの期間が長期間であった理由として、セカンドオピニ

オンを受けた、妊孕性温存のための治療を行った、などの可能性も考えられる。診断、治療ま

での期間を短縮することが患者の心理的な安心にとって望ましい場合が多い反面、この期間は、

各科の垣根を超えたカンファレンス（キャンサーボード）を通した治療方針の決定、患者が納

得して治療を受けるための他院紹介、今後の妊娠希望といった患者の希望に沿った対策を行う

ために必要な時間であり、短ければよいとも言えない点には留意する必要がある。 
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初診から診断までにかかった時間 
 

問 10. なんらかの症状や検診で異常があって初めて病院・診療所を受診した日から、医師か

らがんと説明（確定診断）されるまで、おおよそどのくらいの時間がかかりましたか。 

回答選択肢：｛2 週間未満、2 週間以上 1 ヶ月未満、1 ヶ月以上 3 ヶ月未満、3 ヶ月以上 6 ヶ月

未満、6ヶ月以上、わからない｝ 

*上記「わからない」を除いた回答者全体 

 

＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 26 年度の調査で同様の回答をした人は計 70.8%であった。各選択肢の分布についても、今

回と明らかな差を認めなかった。なお、本問は、前回と回答選択肢は同一であるが、経過の最

初からという意味を強調するため、質問文に「初めて」という文言を追加している。また、前

回は「期間」を聞いていたが、より自然な「時間」という単語に置き換えた。 

 

詳細な回答の内訳は下記。 

選択肢 母集団補正値 

（平成 30 年度） 

母集団補正値 

（平成 26 年度） 

2 週間未満 42.8% 44.3% 

2 週間以上 1ヶ月未満 28.7% 26.5% 

1 ヶ月以上 3ヶ月未満 15.8% 17.7% 

3 ヶ月以上 6ヶ月未満 5.5% 5.1% 

6 ヶ月以上 7.2% 6.4% 

 

＜グループ別の結果＞ 

「2週間未満、2週間以上1ヶ月未満」と回答した人は【A:希少がん患者】は66.4%、【B:若年が

ん患者】は 66.2%、【C:一般がん患者】は 71.9%との結果であった。【C:一般がん患者】を基準と

して統計的検定を行ったところ、【A:希少がん患者】では「2週間未満、2週間以上1ヶ月未満」

との回答者が有意に少なく診断まで比較的長期間を要している傾向がみられたが(P=0.03）、【B:

若年がん患者】では有意水準を満たす差異とはならなかった(P=0.07)。同様に、【拠点病院】と

【その他の病院】との群間で統計的検討を行ったところ、各々70.4%、74.6%との結果であり、

拠点病院で低かったが有意水準には達しなかった (P=0.05)。 

 

 全体 A：希少がん 

患者 

B：若年 

がん患者 

C：一般 

がん患者 

2 週間未満 42.8% 38.1% 30.9% 43.3% 

2 週間以上 1ヶ月未満 28.7% 28.3% 35.3% 28.6% 

1 ヶ月以上 3ヶ月未満 15.8% 18.7% 19.0% 15.5% 

3 ヶ月以上 6ヶ月未満 5.5% 7.0% 5.7% 5.5% 

6 ヶ月以上 7.2% 8.0% 9.1% 7.1% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答は除外。  

 対象(分母) 算出法(分子) 

問 10 回答者全体* 
2 週間未満、2週間以上 1ヶ月未満と回答

した人の割合 

結果 71.5％ 
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＜留意点＞ 

回答者によって「診断」の捉え方が違う可能性があり、さらに回答者の記憶に基づいた回答で

あるため、必ずしも客観的な期間を反映しているとは限らない点に注意が必要である。 
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診断から治療開始までにかかった時間 
 

問 11. 医師からがんと説明（確定診断）されてから、最初の治療が始まるまで、おおよそどの

くらいの時間がかかりましたか。 

回答選択肢：｛診断される前に治療が開始されていた、2 週間未満、2 週間以上 1 ヶ月未満、1

ヶ月以上 3ヶ月未満、3ヶ月以上 6ヶ月未満、6ヶ月以上、治療なし、わからない｝ 

*上記「わからない」を除いた回答者全体 

 

＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 26 年度の調査で同様の回答をした人は計 56.2%であった。各選択肢の分布についても、今

回と明らかな差を認めなかった。なお、本問は問 10 と同様、「期間」を「時間」と文言を変更

したのみで回答選択肢は前回と同一である。 

 

詳細な回答の内訳は下記。 

選択肢 母集団補正値 

（平成 30 年度） 

母集団補正値 

（平成 26 年度） 

2 週間未満 30.1% 26.7% 

2 週間以上 1ヶ月未満 32.1% 29.5% 

1 ヶ月以上 3ヶ月未満 26.7% 29.1% 

3 ヶ月以上 6ヶ月未満 4.4% 4.7% 

6 ヶ月以上 1.6% 2.4% 

診断される前に治療が開始されていた 2.6% 1.7% 

治療なし 2.5% 3.1% 

 

＜グループ別の結果＞ 

「2週間未満、2週間以上1ヶ月未満」と回答した人は【A:希少がん患者】は72.3%、【B:若年が

ん患者】は 52.5%、【C:一般がん患者】は 62.0%との結果であった。【C:一般がん患者】を基準と

して統計的検定を行ったところ、【A:希少がん患者】では「2週間未満、2週間以上1ヶ月未満」

との回答者が有意に多く診断まで短期間である傾向がみられた(P<0.01）。一方、【B:若年がん患

者】では有意に少なく診断まで比較的長期間を要している傾向がみられた(P=0.01）。同様に、

【拠点病院】と【その他の病院】との群間で統計的検討を行ったところ、各々59.6%、69.5%と

の結果であり、【拠点病院】では有意に「2 週間未満、2 週間以上 1 ヶ月未満」との回答の割合

が少なく、診断から治療開始まで長期間を要している傾向がみられた(P<0.01）。 

 

  

 対象(分母) 算出法(分子) 

問 11 回答者全体* 
2 週間未満、2週間以上 1ヶ月未満と回答

した人の割合 

結果 62.2％ 
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 全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

2 週間未満 30.1% 31.2% 20.2% 30.3% 

2 週間以上 1ヶ月未満 32.1% 41.1% 32.3% 31.7% 

1 ヶ月以上 3ヶ月未満 26.7% 17.0% 34.3% 27.0% 

3 ヶ月以上 6ヶ月未満 4.4% 3.2% 4.4% 4.4% 

6 ヶ月以上 1.6% 0.6% 0.8% 1.7% 

診断される前に治療

が開始されていた 
2.6% 5.1% 6.3% 2.3% 

治療なし 2.5% 1.8% 1.7% 2.6% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答、「 わからない」を除外。 

 

＜留意点＞ 

回答者によって「診断」や「治療開始」の捉え方が違う可能性があり、さらに回答者の記憶に

基づいた回答であるため、必ずしも客観的な期間を反映しているとは限らない点に注意が必要

である。 

 

 

参考資料： 

1. 国立がん研究センターがん対策情報センター. (2014). 希少がん対策ワークショップ報告

書. http://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/06health_s/files/06health_s_work.pdf. 

<閲覧日：2020 年 10 月 10 日> 

2. 厚生労働省. (2015). 希少がん医療・支援のあり方に関する検討会 報告書. 

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10901000-Kenkoukyoku-Soumuka/0000095429.pdf 
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1.2 治療前の相談 

調査の背景 

がんと診断を告げられるのは非常に大きな衝撃である 1。その衝撃を和らげるためには、1 人

の心の中にため込まないで、家族や親しい友人、あるいは担当医を含めた医療スタッフ等の周

囲に可能な範囲で話し心の整理を可能とすることが有用であるといわれている 1,2。そして落ち

着いて担当医の説明を受け、必要に応じて主治医・担当医以外からも情報を得た上で自分の病

状を十分に理解し、納得のいく治療選択を行うことが重要である。 

医療提供側・体制としても、がん対策基本法第2条第3項の基本理念 3にも「がん患者の置か

れている状況に応じ、本人の意向を十分尊重してがんの治療方法等が選択されるようがん医療

を提供する体制の整備がなされること」とある。個々の患者でライフステージや置かれている

状況、がん治療に対する考えは多様なため、担当医が診療ガイドラインに基づく標準治療をす

るだけでなく、本人の意向を十分尊重して必要な治療の選択肢や関連情報が得られるようにす

ることが重要である。そのため、多面的な情報提供体制はもちろん、セカンドオピニオンも重

要な方策となる。セカンドオピニオンは、拠点病院の整備指針の中に「がん患者とその家族に

対して診療に関する説明を行う際には、他施設におけるセカンドオピニオンの活用についても

説明を行う体制を整備すること。その際、セカンドオピニオンを求めることにより不利益を被

ることがない旨を明確に説明する体制を整備すること」と掲示されている。これは、セカンド

オピニオンを受けるには病状に関しての検査結果などを持っている主治医・担当医の協力が不

可欠である一方、患者側からセカンドオピニオンの希望を話し出しづらいという心理があるこ

とから、主治医側からその選択肢を提示・説明することが非常に重要であることを指摘したも

のといえる。

今回の患者体験調査は、前回に引き続き、がん患者が診断を受けた後、周囲と相談できたか

どうか、担当医を含めた医療スタッフから情報提供がどの程度実施され、そういった情報をも

とに納得のいく治療選択が行えたかどうかを測定するために、質問を設定した。セカンドオピ

ニオンに関しては、担当医から説明を受けたことがあるかに加えて、実際にどのくらいの利用

がなされているのかを調査するために問いを新設した。

結果 

調査の結果、周囲の誰かに「相談できた」と回答した人が 76.3%、医療スタッフから十分な

情報を得ることができたかに「とてもそう思う、ある程度そう思う」と回答した人が 75.0％だ

った。「がんの診断から治療開始までの状況を振り返って納得のいく治療を選択することができ

た」と回答した人は 79.0%だった。また、セカンドオピニオンについて担当医から説明を受け

た割合は 34.9%にとどまっていた。 

考察 

質問内容の修正による影響を補正して平成 26 年度と平成 30 年度の調査結果を比較すると、

納得のいく治療選択ができている人の割合は横ばいで推移していた。一方、多数の患者が医療

スタッフからの情報は十分と回答し、治療選択に納得している現状はあるものの、セカンドオ

ピニオンに関して説明を受けた患者は前回から微減した。個々の状況によりセカンドオピニオ

ンが到底不要と考えられる場合もないわけではないが、患者が心理的に遠慮をする場合もある

ため、セカンドオピニオンを含めた医療者および周囲との相談支援体制を整備することは、引

き続き重要である。本問を受け、治療選択に納得できていないと回答した患者が少なからず存

在しているため、治療前に適切な情報提供を受け、気軽に相談できる環境を整えることで、よ

り質の高い医療・療養体験が可能になると考えられる。
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療養に関する相談が可能であったか

問 12. がんと診断されてから治療を始める前の間に、病気のことや療養生活に関して誰かに相

談することができましたか。 

回答選択肢：{相談を必要としなかった；相談が必要だったが、できなかった；相談できた} 

今回の調査では、具体的な相談相手についても質問しており、相談相手としては、自分の家族

が 69.8%となっており一番多く、次いで主治医が 66.9%、友人 13.2%となっている。それ以外の

相談相手（医師以外の医療スタッフや患者団体等）は 10%以下となっていた。 

＜平成 26 年度との比較＞  

平成 26 年度の調査において同様の問いに回答した人のうち、がんについて相談する場があった

と回答したのは、67.4％であった。平成 26 年度では「がんと診断されたとき、病気のことや療

養生活に関するさまざまな疑問について相談できる場がありましたか」という問いだったが、

平成 30 年度では「がんと診断されてから治療を始める前の間に、病気のことや療養生活に関し

て誰かに相談することができましたか」と変更されており、「場があったか」と「可能だったか」

という内容に違いがあるため前者の方が限定的に捉えられた可能性もあり比較には注意が必要

である。 

＜グループ別の結果＞ 

「相談を必要としなかった」と答えた割合は、【A：希少がん患者】は 17.6％、【B：若年がん患

者】は 5.4%、【C：一般がん患者】は 20.5%であった。【C：一般がん患者】を基準として統計的

検定を行ったところ、【A：希少がん患者】では有意な差はなく (P=0.41)、【B：若年がん患者】

で有意に低かった(P<0.01)。さらに、「相談を必要としなかった」と回答した人を除外し、相談

が必要な人に分母を絞って計算をしたところ、「相談できた」と回答した人は、【A：希少がん患

者】は 94.5%、【B：若年がん患者】は 94.0%、【C：一般がん患者】は 95.5%であった。【C：一般

がん患者】を基準として統計的検定を行ったところ、3群間で差はなかった(P=0.59)。 

また、「誰に相談しましたか」という質問に対して、【C：一般がん患者】を基準としたときに、

【B：若年がん患者】では、主治医の割合は少なくなっていた(P=0.02)が、看護師、がん相談支

援センターの担当者、自分の家族、友人、インターネットの相談（質問）サイトを選択してい

る人は多かった(P<0.01)。 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

相談を必要としな

かった 
20.0% 17.6% 5.4% 20.5% 

相談が必要だった

が、できなかった 
3.7% 4.5% 5.7% 3.6% 

相談できた 76.3% 77.9% 89.0% 75.9% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答を除外。 

対象（分母) 算出法（分子） 

問 12 回答者全体 「相談できた」と回答した患者の割合 

結果 76.3％
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上記で「相談できた」と回答した人の分布（療養に関する相談ができた相手について） 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

主治医 66.9% 64.3% 59.8% 67.2% 

看護師 9.9% 12.1% 22.3% 9.4% 

医師、看護師以外

の医療スタッフ 
7.4% 4.6% 8.1% 7.6% 

がん相談支援セン

ターの担当者
3.9% 5.0% 6.9% 3.7% 

自分の家族 69.8% 75.5% 82.8% 69.1% 

友人 13.2% 12.4% 33.5% 12.7% 

他のがん患者（患

者団体を含む） 
3.0% 0.5% 4.7% 3.0% 

インターネットの相

談（質問）サイト
1.8% 1.2% 4.6% 1.8% 

その他 1.5% 1.7% 4.3% 1.4% 

複数回答可。回答者のうち、無回答を除外。 

＜留意点＞ 

相談の内容について回答者が考えているものが異なる可能性がある。しかし、相談すべき内容

が個人によって異なるのは当然であるため、ニーズの充足をより的確に捉えるためには、質問

の複雑化が必要になってしまう。質問の表現や詳細度については今後の課題と考えられる。 
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医師からのセカンドオピニオンの説明紹介

問 13. がんの治療が始まる前に、担当医からセカンドオピニオンについて話がありましたか。 

回答選択肢：{話があった、話はなかった} 

「話はなかった」と回答した人のうち、9.1%が自分や家族からセカンドオピニオンについて尋

ねたと回答した。 

＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 26 年度では、同様の問いに対して、「説明はありましたか」と回答した人は、40.3%であっ

た。平成 26 年度では「がんの治療が始まる前に、他の医師の意見を聞くセカンドオピニオンを

受けることについて担当医から説明はありましたか」という問いだったが、平成 30 年度では同

様の質問を 2 項目に分け、また、「説明はありましたか」ではなく「話はありましたか」と変

更されている。さらに、平成 30 年度では「わからない」という選択肢も削除されている。その

ため、平成 26 年度より約 5ポイント程度減少がみられるが、「わからない」が否定的な回答に

流れた可能性もあり単純な比較は難しい。 

＜グループ別の結果＞ 

「話があった」と回答した人は、【A：希少がん患者】は 35.2%、【B：若年がん患者】は 27.9%、

【C：一般がん患者】は 35.1%であった。【C：一般がん患者】を基準として統計的検定を行った

ところ、【A：希少がん患者】との間に有意差は無く(P=0.98)、【B：若年がん患者】で有意に少

なかった(P=0.01)。 

その後の対応で自分や家族からセカンドオピニオンについて尋ねた人は、【A：希少がん患者】

は 10.9%、【B：若年がん患者】は 16.3%、【C：一般がん患者】は 8.8%であった。上記と同様の

差の検定を行ったところ、【B：若年がん患者】で有意に高くなっていた（P<0.01）。また、病院

種別の比較においては、「話があった」と回答した人の割合は、【拠点病院】では 34.2％、【そ

の他の病院】は 37.0%であった。【拠点病院】で【その他の病院】よりも低い傾向にあるものの

群間で統計的検定上の有意差はなかった（P=0.22）。 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

話があった 34.9% 35.2% 27.9% 35.1% 

話はなかった 65.1% 64.8% 72.1% 64.9% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答を除外。 

上記で「話はなかった」と回答した人の分布（セカンドオピニオンの説明がなかったと回答し

た人のその後の対応について） 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

特に何もしなかった 90.9% 89.1% 83.7% 91.2% 

自分や家族からセ

カンドオピニオンに

ついて尋ねた

9.1% 10.9% 16.3% 8.8% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答を除外。 

対象(分母) 算出法（分子） 

問 13 回答者全体 「話があった」と回答した患者の割合 

結果 34.9％
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＜留意点＞ 

セカンドオピニオンは、別の病院の医師に意見を聞くことではあるが、現在担当となっている

医師のもとで治療を受けることを前提としている 5。診断後すぐに治療が必要な場合や、そもそ

も別の病院で医療を受けたいと感じている場合もあるため、セカンドオピニオンに関しての話

をすべての患者が必要としているわけではない。しかし、一方で、主治医との関係性を悪くし

たくないと考え、セカンドオピニオンについて聞くこと自体にためらいを持つ患者も存在する

ため 5、医師からセカンドオピニオンの提案があることは確保すべき課題である。
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セカンドオピニオンの受診

問 14. 実際にセカンドオピニオンを受けましたか。 

回答選択肢：{受けた、受けなかった、わからない} 

*上記「わからない」を除いた回答者全体

＜平成 26 年度との比較＞ 

本問は、平成 30 年度に新たに設定された問いである。 

＜グループ別の結果＞ 

実際にセカンドオピニオンを「受けた」という回答は、【A：希少がん患者】は 21.9%、【B：若

年がん患者】は 19.4%、【C：一般がん患者】は 19.4%であった。3 群で統計的検定を行ったとこ

ろ、これらの差は有意ではなかった(P=0.54)。 

また、同様の割合は、【拠点病院】で 19.7%、【その他の病院】では、19.1%であり、2 群間の統

計的検定でも差がなかった（P=0.77）。 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

受けた 19.5% 21.9% 19.4% 19.4% 

受けなかった 80.5% 78.1% 80.6% 80.6% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答、「わからない」を除外。 

＜留意点＞ 

患者体験調査の対象となったすべてのがん患者に聞いているため、診断後すぐに治療に移行し

た等、セカンドオピニオンを受ける時間的余裕がなかった人も含まれている。 

また、セカンドオピニオンは自由診療となっており経済的負担を考慮して受けなかった人や、

医師に遠慮してセカンドオピニオンについて言い出すことができなかった人もいると考えられ

る。 

平成 23 年度の受療行動調査 6 では、セカンドオピニオンが「必要だと思う」は外来が 23.4%、

入院が 34.6%となっているため、すべての人にセカンドオピニオンの機会を提供する医療者の

配慮も必要であると考えられる。 

対象(分母) 算出法（分子） 

問 14 回答者全体* 「受けた」と回答した患者の割合 

結果 19.5％
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医療スタッフからの情報の取得

問 15-1. 「がん治療」を決めるまでの間に、医療スタッフから治療に関する十分な情報を得る

ことができた。 

回答選択肢：{とてもそう思う、ある程度そう思う、ややそう思う、どちらともいえない、そ

う思わない} 

＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 26 年度の調査において同様の問いに回答した人のうち、肯定的な回答をしたのは計 84.5%

であった。平成 26 年度は「これまで治療を受ける中で、医療スタッフから治療スケジュールの

見通しに関する情報は得られましたか？」という問いだったが、平成 30 年度は「『がん治療』

を決めるまでの間に、医療スタッフから治療に関する十分な情報を得ることができた」と変更

になっている。26 年度はスケジュールに言及しているのに対して、30 年度は治療に関する情報

に焦点を当てている。また、30 年度では「情報を欲しいと思わなかった」という選択肢が削除

されている。肯定的な回答をした人は、26 年度よりも約 15 ポイント減少しているが、質問の焦

点が異なるため結果の比較には注意が必要である。 

＜グループ別の結果＞ 

肯定的な回答をした人は、【A：希少がん患者】は 75.7%、【B：若年がん患者】は 65.4%、【C：一

般がん患者】は 75.2%であった。【C：一般がん患者】を基準として統計的検定を行ったところ、

【A：希少がん患者】との間に有意差は無く(P=0.77)、【B：若年がん患者】で有意に少なかった

(P=0.02)。 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

そう思わない 4.4% 3.8% 6.0% 4.4% 

どちらともいえない 6.9% 4.8% 14.1% 6.9% 

ややそう思う 13.7% 15.5% 14.6% 13.5% 

ある程度そう思う 46.1% 43.9% 42.5% 46.3% 

とてもそう思う 28.9% 31.8% 22.9% 28.9% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答を除外。 

＜留意点＞ 

医療者からの情報提供の充実は本質的な課題といえる。上位 2 つの回答の推移は今後注視して

いく必要があると考えられるが、少なくとも「どちらともいえない」「そう思わない」との回

答を減らしていくべきである。ただし、同時にインターネット上での情報サイトなどの充実に

よって、患者が十分と感じる情報提供のレベルが変化する可能性があることも考慮して数値を

解釈する必要があるかもしれない。 

対象(分母) 算出法（分子） 

問 

15-1
回答者全体 

「とてもそう思う、ある程度そう思う」

と回答した患者の割合 

結果 75.0％
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納得のいく治療選択

問 15-2. がんの診断から治療開始までの状況を総合的に振り返って、納得いく治療を選択する

ことができた。 

回答選択肢：{とてもそう思う、ある程度そう思う、ややそう思う、どちらともいえない、そ

う思わない} 

＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 26 年度の調査において同様の問いに回答した人のうち、肯定的な回答をしたのは計 84.5%

であった。平成 26 年度の調査は、質問は同一ではあったものの回答の選択肢は異なっているた

め単純比較には注意が必要であるが、平成 30 年度の結果を 26 年度と比較可能な値に計算しな

おすと、83.4%（90.7％×0.92）となっており、ほぼ横ばいで推移している。 

＜グループ別の結果＞ 

肯定的な回答をした人は、【A：希少がん患者】は 81.4%、【B：若年がん患者】は 76.1%、【C：一

般がん患者】は 78.9%であった。3 群で統計的検定を行ったところ、これらの差は有意ではなか

った(P=0.45)。 

全体 A：希少がん患者 B：若年がん患者 C：一般がん患者 

そう思わない 3.5% 3.5% 1.8% 3.5% 

どちらともいえない 5.8% 5.0% 5.3% 5.9% 

ややそう思う 11.7% 10.2% 16.7% 11.6% 

ある程度そう思う 39.1% 39.4% 31.7% 39.3% 

とてもそう思う 39.9% 42.0% 44.4% 39.6% 

合計 100% 100% 100% 100% 

回答者のうち、無回答を除外。 

＜留意点＞ 

患者は治療選択の際には、治療の効果や副作用だけではなく、就労への影響や治療の経済的負

担等多面的な情報を判断材料としている可能性がある 7。本問では、医療機関からの情報提供の

みならず、患者の社会的な状況や、「得られるはずの情報」の程度に関する期待等も回答へ影

響していると考えられるため、比較には、経時的に状況・期待が変化する可能性を考慮した数

値の解釈が必要である。 

対象(分母) 算出法（分子） 

問 

15-2
回答者全体 

「とてもそう思う、ある程度そう思う」

と回答した患者の割合 

結果 79.0％
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1.3 妊孕性の温存 

調査の背景 

若年者のがんは、成長発達の過程や社会的な役割の変化において特徴あるライフステージで

発症することから、一般的な成人のがんとは異なる対策が求められる。また、他の世代に比べ

て患者数が少なく疾患構成が多様であることから、医療従事者に診療や支援の経験が蓄積され

にくいといった点も指摘されている。さらに、就学、就労、妊娠、出産等の状況が異なり、情

報提供・相談支援体制等が十分ではないといった現状もあり、課題が多い。中でも妊孕性温存

は、がん患者およびサバイバーの生活の質（QOL）にとって重要であり、生殖可能年齢にある

がん患者を診察するすべての医師は、がん治療が妊孕性に影響する可能性について説明し、適

切な処置をとる必要がある 1。そこで現状について把握するために調査を行った。 
前回に引き続き、今回の患者体験調査でも、医師からの説明の有無について質問を設定し、

実際に予防・温存のための処置を行った体験の有無について質問を新設した。なお、前回調査

では 40歳未満の回答者にのみ質問をしたが、今回の調査では、妊孕性温存の質問は年齢を限定

せずすべての回答者に尋ねている。比較のため、前回に倣い 40歳未満を主な分析・検討対象と

した。しかし、妊孕性に関してある一定の年齢で区切って議論を行うことには課題があり、

個々の患者の背景や希望に応じて対応していく必要がある。（全年齢の集計は、巻末集計資料 3

参照） 

結果 

調査の結果、がん治療による不妊の影響について説明を受けたと答えた者は 52.0%と前回の

48.2%と比較してやや増加傾向であったが、まだ十分とはいえない現状が明らかとなった。具

体的な説明内容については、「不妊の影響があり、具体的な予防・温存の方法まで説明があっ

た」割合は 26.6%と前回調査での 17.7%より増加したものの、「不妊の影響がある、という説明

はあったが、予防・温存の具体的方法までは説明がなかった」割合についても前回の 8.5%から

12.0%へ増加した。なお、実際に予防・温存のための処置を行った 40 歳未満の回答者は 8.9%に

とどまった。 

考察 

不妊の影響有無や妊孕性温存について言及された患者は増加傾向にあるものの、対応に関し

て具体的説明を受けられなかった患者も見受けられた。患者の年齢、配偶者の有無、がん種、

がん治療の種類（化学療法・放射線療法）、がん治療開始までの時間的制限などにより適応とな

る妊孕性温存の治療や推奨される治療は異なる 2,3,4。また、がん治療を優先させるために迅速

に妊孕性温存治療を行う必要がある場合や、十分な妊孕性温存治療を行うためにがん治療の開

始とバランスを考えることができる場合があるなど、患者ごとに緊急性も異なり、また、個々

の心理社会的状況もさまざまである。そのため、医療者は、具体的な予防・温存の方法、それ

に伴う身体的・金銭的負担についても情報提供を行うことが必要である。さらに、生殖医療の

専門家とタイムリーに連携できる診療体制や、個々の背景に応じた多様なニーズに対応できる

情報提供や支援体制の整備等が求められる。 
  



 

41 

妊孕性についての説明 
 

問 16. 最初のがん治療が開始される前に、医師からその治療による不妊の影響について説明を

受けましたか。 

回答選択肢：{説明はされていない、説明があった、わからない} 

質問は全員に対して行った。 

 

詳細な回答の内訳は下記。 

選択肢 代表患者数 母集団補正値 

()は平成 26 年度 

説明はされていない：↓必要性 3,722 42.3%(36.7%) 

   説明を必要としていた  952 10.8% 

   説明を必要としていなかった 2,673 30.4% 

   （必要性について）無回答   97 1.1% 

説明があった：↓説明内容 4,571 52.0%(48.2%) 

不妊の影響はない、という説明を受けた   517 5.9%(16.0%) 

不妊の影響があり、具体的な 

予防・温存の方法まで説明があった 

 2,334 26.6%(17.7%) 

不妊の影響があるが、予防・温存の 

方法は存在しないと説明があった 

  462 5.3%(4.5%) 

不妊の影響がある、という説明はあったが 

予防・温存の具体的方法までは説明がなかった 

 1,057 12.0%(8.5%) 

わからない   110 1.3%(1.6%) 

（説明内容について）無回答    91 1.0%(0.0%) 

わからない 494 5.6%(15.0%) 

（無回答[10 名]は除外） 

 

＜平成 26 年度との比較＞ 

本問は、問いおよび回答選択肢の双方において平成 26 年度の調査と同一であるが、前回の報告

書では、「不妊の影響がある、という説明はあったが予防・温存の具体的方法までは説明がなか

った」と回答した人を分子に含めず解析しており、38.1%との結果であった。平成 26 年度の調

査において、上記の選択肢を回答した人も分子に含め、今回と同様の方法で計算すると計

48.2%であり、不妊の影響について説明を受けた 40 歳未満の患者は、わずかに増加傾向にある

と予想される。解析詳細については上記の表を参照。 

 

  

 対象(分母) 算出法(分子) 

問 16 40 歳未満の回答者 「説明があった」と回答した人の割合 

結果 52.0％ 
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＜グループ別の結果＞ 

本問では A,B,C 間での比較は適切でないと考え、行っていない。「説明があった」と回答した人

は、【拠点病院】では 51.6%、【その他の病院】では 54.0%との結果であり、2 群間で統計的検定

を行ったところ、回答分布に有意な差を認めなかった(P=0.72)。 

また、40 歳未満で男女別に解析を行ったところ、「説明があった」と回答した人は、男性 41.0%、

女性 55.4%であった。2 群間で統計的検定を行ったところ、女性の方が高かったが、有意水準に

は達しなかった(P=0.10)。 

50 歳未満の回答者としたところ、「説明があった」と回答した人は、36.0%であった。また、年

齢で区切らず回答者の男性すべてを対象とした場合、「説明があった」と回答した人は、12.3%

であった。 

なお、40 歳以上の回答者で「説明があった」と回答した人の割合は 9.8%との結果であった。 

＜留意点＞ 

40 歳未満で説明を受けなかったとした回答者のうち、説明を必要としていたと回答した割合は

25.6%にとどまった(全体では 10.8%)。がん治療による不妊の影響の有無や具体的な温存方法の

有無は、患者の状況や加療内容によって各々異なるため、医師による説明内容の正確性や妥当

性に関して、今回の調査からは判断できないという点に注意が必要である。 
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妊孕性温存処置の実施 
 
問 17. 不妊の影響に対し、実際に予防・温存（精子や卵子の保存や、治療方法や薬の変更を含

む）のための処置を行いましたか。 

回答選択肢：{行った、行わなかった、わからない} 

質問は全員に対して行った。 
 
＜平成 26 年度との比較＞ 

平成 30 年度に新たに設定された問いである。 

 

＜グループ別の結果＞ 

本問では A,B,C 間での比較は適切でないと考え、行っていない。「行った」と回答した人は、

【拠点病院】では 9.5%、【その他の病院】では 6.0%との結果であり、2 群間で統計的検定を行

ったところ、回答分布に有意な差を認めなかった(P=0.59)。 

また、40 歳未満の男女別で解析を行ったところ、「行った」と回答した人は、男性 16.6%、女性

6.6%であった。2 群間で統計的検定を行ったところ、男性の方が有意に高かった(P<0.01)。さ

らに、50 歳未満の男女を対象とした解析を行ったところ、「行った」と回答した人は、3.6%で

あった。また、年齢で分けずに全男性のみを対象としたところ、1.3％であった。なお、40 歳

以上の回答者で「行った」と回答した人の割合は 0.9%との結果であった。 

 
＜留意点＞ 
今回は不妊の影響に対し実際に予防・温存のための処置を行ったか否かを問うている。そのた

め、何らかの要因（金銭、体力、説明の有無など）により行わなかった人を含めると、予防・

温存処置を望んでいる人は、より多くいる可能性があるかもしれない。 
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 対象（分母） 算出法（分子） 

問 17 40 歳未満の回答者 「行った」と回答した人の割合 

結果 8.9％ 
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